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A社 H22.6.22 H22.7.30
子会社の過年度決算において、売上の前倒し計上等の不適切な会計処理が行われていたことが判明
し、平成22年４月30日付で子会社が過年度決算を訂正したため。

B社 H22.3.25 H22.8.12

水産飼料事業部において、過年度から製品の未記帳出荷、売上計上期の操作などの不適切な会計処
理や、架空販売、架空製造、これらを組み合わせた循環取引などの不正行為が継続して行なわれてい
たことが明らかになった。また、当該不正行為を隠蔽するため、内部統制証跡の偽装や偽装在庫品によ
る在庫数量偽装などが行なわれていたことが明らかになった。

C社 H22.6.25 H22.8.13
平成23年３月期第１四半期の決算作業中、金融機関の残高通知書中に経理部が認識していない銀行
口座を発見したことをきっかけとして、総務部長（当時）の職にあった元社員による不正行為が判明した
ため。

D社 H21.11.27 H22.8.27

当社及び当社子会社において業容拡大の必要性に迫られる中、当社の主要事業であるミドルウェアの
開発販売とは全く異なる未経験の異種事業、すなわち広告及びＥＣ事業に、当社グループ内に専門的
知識を有する者がいないまま顧問的立場での援助を要請した外部者の主導の下に進出した結果、契約
実体の存在が疑わしい取引が行われ、当社のライセンス販売事業も含めて、外部者によって資金が循
環するような不適切な取引が行われたことが当該連結会計年度末日後に発覚したため。

E社 H22.6.28 H22.9.13

当社の連結子会社において、平成22年7月に取引先に対する決裁権限を超えた金融支援や滞留債権
の入金消込の操作などによる不適切な経理処理が行われていたことが判明した。また、これは同社元
社長及び前社長の独断により行われ、当社にこれらの実態や回収可能性に対する報告義務を怠るだけ
でなく、事実を隠蔽するため意図的に滞留債権の発生を遅延させるべく不適切な経理処理が行われて
いたため。

E社 H21.6.29 H22.9.13

当社の連結子会社において、平成22年7月に取引先に対する決裁権限を超えた金融支援や滞留債権
の入金消込の操作などによる不適切な経理処理が行われていたことが判明した。また、これは同社元
社長及び前社長の独断により行われ、当社にこれらの実態や回収可能性に対する報告義務を怠るだけ
でなく、事実を隠蔽するため意図的に滞留債権の発生を遅延させるべく不適切な経理処理が行われて
いたため。

F社 H22.5.17 H22.9.17

平成22年２月期の特別損失の計上に関して、連結子会社の支店の土地の減損分のうち240百万円が過
大に計上されていたことが判明した。これは、平成19年２月期の中間決算において、平成18年６月20日
付で連結子会社を当社の持分法適用会社から連結子会社に変更し、当社の連結の範囲に含める際
に、土地を簿価から不動産鑑定評価額まで評価減する経理処理を行っていたことを、当社の平成22年２
月期の減損処理時に見落としたため。
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